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自由民主党 礎・絆・和 視察所見 

 

議員名【 橋本 貴喜 】 

 

◆視 察 日：令和５年７月２７日（木） 

◆視 察 先：東京都板橋区 

◆調査項目：いたばし版ネウボラ事業について 

 

 板橋区は、区内５か所の健康福祉センターが子育て世代包括支援センター（母

子保健型）の機能を持ち、妊娠期からの相談窓口となり様々な事業や相談を通

じて切れ目なく母子をサポートすることで、安心・安全な妊娠・出産・子育て

を実現するための支援を行っている。                                 

 支援の入口である母子健康事業に始まり、子育て出張相談等の子育て支援事

業や放課後等の子どもの居場所づくり等、妊娠期から就学期に至るまで切れ目

のない支援を継続している。※ネウボラとはフィンランド語で「アドバイスの

場」を意味する。     

・子育て支援事業子育て出張相談の取組                      

 平成２５年８月、イオン板橋店に赤ちゃん休憩室「赤ちゃんの駅」を設置し

たことを契機とし、平成２７年１１月、イオン株式会社と子育て支援に関する

協定を締結している。子育て出張相談は、協定に基づき実施されている事業の

一つであり、その他に、「いたばし子育てＷＡＯＮ」カードの発行や、子育て情

報など区政情報を発信するための板橋区専用掲示板の設置を行っている。                      

・いきいき寺子屋プラン事業の取組                        

 平成１４年４月から児童・生徒の居場所づくりを目的として「いきいき寺子

屋プラン事業」を開始している。保護者や地域住民等により組織された、各学

校の「学校開放協力会」が主体となって、学校の校庭や体育館、地域開放教室

等を使用して、土曜・日曜・平日の放課後に様々な事業を行っている。地域の

方々と協力し、様々な体験活動や交流活動を通して、児童・生徒が生きる力を

育むとともに、地域・家庭の教育力の向上を目指す事業である。                               

・あいキッズ事業の取組                             

 児童の放課後の安心・安全な居場所の実現、児童の放課後の活動と交流を通

じた健全育成プログラムの実施、保護者の仕事等と子育ての両立支援を目的と

し、文部科学省の全児童を対象とする「放課後子ども教室事業」と子ども家庭

庁の就労家庭等の児童を対象とする「放課後児童健全育成事業」を一体型とし
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た事業である。          

                                        

 ネウボラ事業の今後の課題として、子ども家庭センター設置が努力義務とな

り、児童福祉との連携、早期支援が一層求められる。円滑な支援体制や共通ア

セスメントツールの構築が検討課題となっている。                        

                                        

 本市には、結婚・妊娠・出産・子育ての総合サイトの「あったかねっと」が

ある。サイト内では、カテゴリー別に支援体制がまとめられており便利である。

板橋区と本市の違いとしては、身近に相談できる人の数がある。しかし、今後

本市においても核家族化が進む、または、市外から移り住む人が増えてくると、

板橋区のようにすぐに相談できる体制作りや、地域で子供を見て行く体制作り

が必要になってくると考える。                                
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自由民主党 礎・絆・和 視察所見 

 

議員名【 橋本 貴喜 】 

 

◆視 察 日：令和５年７月２７日（木） 

◆視 察 先：認定 NPO法人ふるさと回帰支援センター 

◆調査項目：ふるさと回帰支援センターの移住・定住に関する取組について 

 

 ふるさと回帰支援センターは、平成１４年に設立されたＮＰＯ法人である。東

京と大坂にオフィスを有している。４４都道府県と１政令市が相談員を配置し

ている。                                

・地方移住希望者への相談業務、会員自治体の移住情報発信業務           

・各種田舎暮らし、移住セミナーの開催                      

・情報誌「１００万人のふるさと」の発行                     

・ふるさと回帰フェアの開催                           

・「都市と農山漁村の交流・移住実務者研修セミナー」の開催             

・各省庁、全国の自治体、団体、大学などからの受託事業              

等が主な業務内容となる。                            

 今までの活動から移住希望者の動向やニーズといった膨大なデータと有して

おり、移住・定住を望む自治体にとって非常に有用な組織である。熊本県は移

住希望先ランキングで上位に位置している。                           

                                     

 本市は、ふるさと回帰支援センターに登録していない。登録料は必要となる

が、本市が進める移住・定住政策をより推進していく上で、ふるさと回帰支援

センターとの連携は必要と考える。                               





















自由民主党 礎・和・絆 視察所見 

委員名【 村川 清則  】 

◆視 察 日：令和 6年２月７日（水） 

◆視 察 先：北海道千歳市 

◆調査項目：千歳市の企業誘致の取組状況について 

 

 

 千歳市は、新千歳空港を有し苫小牧港とも近く、道路も鉄道も結節点ということで工場立地の                                           

 

好条件が揃っている自治体である。自衛隊が３部隊（陸自２・空自１）あり若い隊員も多く、         

 

平均年齢４４、４３歳と北海道で１番若い街ということで、恵まれた労働力がある。支笏湖から                                             

 

市街地までの森林地帯は、雨水が長い年月をかけて浸透する濾過装置であり、そのまま地下水涵                                             

 

養源となり「豊富で良質な水」は食品製造業と共に半導体・電子部品などのデジタル関連産業が                                             

 

進出するための大きな好条件となっている。市には１１ヶ所の工業団地があり２７０社を超え                                             

 

る企業が進出、製造品出荷額では北海道第４位となっている。                                             

 

 かつて、世界をリードしてきた我が国の半導体産業であるが，今や台湾や韓国に遅れをとって                                            

 

いる現状にある。そこで国家プロジェクトにより最先端の半導体の開発・製造を目指す     

 

（株）ラピダスが進出を表明、以後多くの関連企業からオファーが殺到しほとんどの区画で商談                                 

 

が進行中とのことで、新たな工業団地の造成に向けて内部で検討中とのことである。                                             

 

（株）ラピダスであるが進出表明後約１年、現地では大型のクレーンが何本も立ち並び、まさに                                             

 

突貫工事中であった。                                             

 

 本市の場合、現工業団地は埋立地であり、内地にいけばまず農振除外から進めなければなら                                            

 

ないが、千歳市の場合、その多くが開拓団の頃からの原野なので、何の問題もないそうである。また工場     

 



等の新設・増設を支援する補助金であるが、投資額助成として３年間合計で限度額２億円、雇用助成と      

 

して限度額 3,０００万円などがあり、増設時何度でも利用できるそうである。                 

 

 昨年本市において中村市長が新八代駅周辺の工業団地の整備を表明され、その後県議会においても     

 

蒲島知事が本市に県営工業団地を造成すると発表されたが、これは本市にとって大きな追い風になるは      

 

ずである。TSMCの県進出に伴い、関連企業誘致のためにも早期の整備を期待するところである。        

 

                                                 

 

                                                 

 

                                                 

 

                                                 

 

                                                 

 

                                                 

 

                                                 

 

                                                 

 

                                                 

 

                                                 

 

                                                 

 

                                                 

 

                                                 

 

                                                 

 



自由民主党 礎・和・絆 視察所見 

委員名【 村川 清則  】 

◆視 察 日：令和６年２月８日（木） 

◆視 察 先：北海道北広島市 北海道ボールパーク Fビレッジ 

◆調査項目：北海道ボールパーク Fビレッジについて 

 

 

 「『健全な精神は健全な身体に宿る』という言葉の通り、国を支える若者達が健やかに育つために     

 

スポーツを大いにやって貰いたい。特に青少年達に人気のある野球を盛んにしたい。これをリードする      

 

のは何と言ってもプロ野球である」という信念の下、日本ハム創業者大社義規氏により設立された     

 

プロ野球球団日本ハムファイターズの本拠地であり、球場内はまさに「食とスポーツの殿堂」の様相であ     

 

る。元々札幌ドームを本拠地にしていた日ハムファイターズであるが、条件面で折り合いがつかなかっ      

 

たようで新しいドーム球場を自社で建造したものである。建設費６００億円をかけた屋根開閉式の屋内      

 

型ドーム球場で、収容人員３５，０００人（席数約３０，０００席）グラウンド面積約１２，０００㎡で、     

 

２０２３年３月に開業している新しい球場である。冬場に積もった雪を屋根から落雪させないよう載せ      

 

たままにするため防水設計となっている。球場内天然温泉＆サウナは世界初とのことである。ちなみに     

 

札幌ドームは現在閑古鳥が鳴いているそうである。                             

 

 エスコンフイールドボールパークは、小高い山の頂上に建っている。最寄りの北広島駅からアクセス      

 

道路が造ってあり、案内には徒歩２０分とあるが緩やかな上り坂になっていて、見た目よりかなり距離      

 

があり疲れるそうである。ボールパークに隣接した駅を開設することも念頭に入れた構想であり、鉄道      

 

会社とも合意していたそうであるが、近年の資材価格高騰により頓挫しているとのことである。         

 

 遠隔地からの客のためのホテル建設は複数進んでいるそうであるが、野球のシーズンは４月ごろから      

 



約半年間であり、ホテルも球場も冬場の利用の仕方が課題であろう。そのためにボールパークでは     

 

「おでんとお燗」や「雪中サウナ」「F VILLAGE Snow Park」など冬季限定のイベントも開催している。     

 

また、スタッフである「きつねダンス」で有名になったファイターズガール達のシーズンオフの仕事作り     

 

も重要であろう。                                            

 

                                                 

 

                                                 

 

                                                 

 

                                                 

 

                                                 

 

                                                 

 

                                                 

 

                                                 

 

                                                 

 

                                                 

 

                                                 

 

                                                 

 

                                                 

 

                                                 

 

                                                 

 



自由民主党 礎・和・絆 視察所見 

委員名【 村川 清則  】 

◆視 察 日：令和６年２月８日（木） 

◆視 察 先：北海道苫小牧市 

◆調査項目：苫小牧港振興に対する取組について、苫小牧市の企業誘致について 

 

 

 苫小牧港管理組合は一部事務組合として、道議会議員５名・市議会議員５名で組織、運営を行ってい      

 

るそうである。市の人口と苫小牧港の港湾取扱貨物量上昇カーブが一致しているそうで、港の成長が市      

 

の経済発展に大きく貢献しているということであろう。                           

 

 国内の他に北米や韓国などとも定期航路があり、中長距離定期航路は週約１２０便で日本一である。      

 

新千歳空港まで陸路で２８分、札幌まで５８分と近く、いわゆる地の利を生かし海上取扱貨物量は     

 

輸出入を含めれば全国３位であり、内貿だけなら全国１位となっている。                   

 

 漁港区において屋根付き岩壁を整備しているが、これにより鳥害や異物混入、日射等を防ぐことで     

 

水産品の品質が確保され、また風や雪を防ぐことで施設利用者の就労環境が改善されたとのことである。     

 

その結果、高品質な水産品の効率的な流通体制の確保により、水産品の輸出拡大に貢献しているとのこ      

 

とである。                                                

 

 令和３年１２月、ガントリークレーン４基目が稼働したが、これは定期点検時における使用制限の     

 

解消、一基あたりの荷役機械使用時間の低減、３隻同時荷役機能の向上を図ることで、コンテナ荷役     

 

機能の効率化を目指し導入されたものである。                               

 

 クルーズ船受入についてはウトナイ湖のバードウオッチングやアイヌ文化体験など好評のようである。     

 

                                                 

 



 苫小牧市は道内でも雪の少ない地域で、年間を通して軽井沢とほぼ同様の気温であり、王子製紙を       

 

はじめ多種・多様な産業が集積している。代表的な産業用地は苫東地域に整備された団地で、昭和４４～     

 

４５年からの国家プロジェクトにより開発された総面積１０，７００ヘクタールの日本最大級の工業団      

 

地である。苫小牧東港に隣接し団地内にインターチェンジ３ヶ所を有している。分譲単価は臨空柏原       

 

地区で１平方メートルあたり９，０００円であり、自動車関連・物流・エネルギー・食関連等立地企業数     

 

１２１社で、最近ではソフトバンクなどの IT企業や GX・DXなどの新産業の進出が目立っているとの      

 

ことである。人口減少の時代である。新しい産業を追い風にしたいという思いはどこの自治体も同じで      

 

あろう。                                                

 

 工場や設備の新増設を行う企業への優遇措置としては土地代の１０％引きや、新増設に係る助成とし      

 

て２～３年分の固定資産税相当額、新増設に伴う雇用助成金として一人当たり３０万円、緑化助成金と      

 

して事業費の３０％などがある。                                     

 

 今後の水需要の展望であるが、千歳市に建設中の半導体メーカー（株）ラピダスに水を供給すると、      

 

あと３年位でパンクする心配があるとのことで、道にリーダーシップをとって欲しいが、熊本県など       

 

他都府県と違い元々道と市町村の関係が希薄な土地柄だそうでそれも望めそうにないとのことである。      

 

 苫小牧市も本市同様ゼロカーボンシテイ宣言を行い、我が国初となる CCS大規模実証試験を実施して     

 

いる。２０１２年度より CO2分離・回収設備等の設計・建設、抗井の掘削を実施、２０１６年度より      

 

製油所の排出ガスから分離回収した CO2を年間１０万トン規模で海底下への圧入を開始、２０１９年に     

 

目標の３０万トンを達成し圧入を停止、それ以降も地層の温度圧力、海洋環境調査などのモニタリング      

 

を継続している。                                            

 












